
 

1　事業の概要

①　成果目標（H24)

　国庫支出金

　県　債

　その他（　繰入金　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか。

　　□ 事業を実施しない　　　　　■ 事業を見直して実施　　　　　□ 事業を現行どおり実施

平成25年度は日本子ども虐待防止学会信州大会開催に係る助成を行うため、本事業は実施しない予定。他の児童虐待防止事業と併せ、平成

26年度以降の実施については検討するものの、市町村職員向けの研修会の開催は引き続き何らかの形で行っていく必要がある。

目標に対

する成果

の状況

市町村における児童虐待対応に関する研修会を2回、性的虐待の初期対応に関する研修会を1回開催し、ほぼ目標に沿った参加を得ることがで

きた。
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107 107 55 0

Aの

財源

107 107 55
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214 214 110 0

研修会の開催 212人 200人 204人 達成

現況

（見込）
目標 成果214 110 0

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円） 22年度 23年度 24年度 25年度25年度25年度25年度 成果目標の達成状況

予

算

額

前年度繰越 Ｈ２４
H25

目標
当初予算 214

項目

合計 110 55 0

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

H24事業実績

（当初） （決算）

0

E-mail kodomo-katei@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

７－２　子育て先進県の実現

県が関与

する理由

■法令等義務 □内部管理 □県でなければ実施不可　【左記の説明、根拠法令等】

□民間、市町村でも実施可能だが、県関与の必要性有 児童虐待の防止等に関する法律　第4条第2項

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

目指す姿

実際に虐待対応を行う市町村職員等が高いスキルを持ち、虐待防止業務を行う。

現状

市町村によりネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の状況は大きく異なる。これを考慮して研修企画を検討する必要がある。

合計（A)

補正予算

達成状況

多くの市町村職員等が参加できる研修会を3回開催する。計200人以上の参加を目標とする。

事業番号 04 10 02 事業改善シート （24年度実施事業分）　　□予算要求　　□予算案　　　■点検

事　業　名 市町村虐待防止ネットワーク等支援事業市町村虐待防止ネットワーク等支援事業市町村虐待防止ネットワーク等支援事業市町村虐待防止ネットワーク等支援事業
担

当

課

部局 健康福祉部

４　児童福祉の充実 実施期間 ～

課・室 こども・家庭課

総合５か年

計画

プロジェクト  

0 概算事業費（B（A）+C）

00

概　算

人件費
0

H24 H25

01100

0

（当初）

研修会の開催 直接

相談等を行う市町村職員等のスキルアップを図るための研修

を3回実施。

110 55 0

項目 実施方法


